
１　序論

　大陸棚調査室では２００４年１０月から２００５年３月にか

けて，大型測量船「昭洋」及び「拓洋」により，南

鳥島周辺海域で２回にわたり屈折法地震探査を実施

した．ここでは，この両探査の概要について報告す

る．

　日本の最東端に位置する南鳥島は珊瑚礁で形成さ

れる１辺が２km程度の三角形の形をした島で，小

笠原海台-ウェイク島間を西北西－東南東の方向に

帯状に分布するマーカス-ウェイク海山群に属して

いる（第１図）．この南鳥島は大陸棚延伸を計るため

の重要な基点の一つであるが，属する海山群の形成

過程・地史は未だ明らかにされておらず，周辺海域

において本格的な地殻構造探査はこれまでに実施さ

れていないため，南鳥島を中心とした海山群の発達

史を推測するためにも当海域で早期の基本的地殻構

造モデルの取得が望まれていた．

　また，これまでの海上保安庁等の調査結果から

は，当海域においてマーカス-ウェイク海山群に沿

う負のブーゲー重力異常が検出されており，この重

力異常を地殻構造で説明することが可能であるか明

確にする必要もあった．

　そのため，海上保安庁では，マーカス-ウェイク

海山群最大級の海山であり南鳥島に近接する拓洋第

５海山に焦点を当て，この海山を南北に縦断する測

線において海底地震計（OBS : Ocean Bottom Seismo-

graph）を用いた屈折法地震探査を２回に渡り実施

した．拓洋第５海山は負の重力異常帯の遷移域付近

に位置するため，本探査測線で地殻構造と重力異常

の関連性について調査することも可能である．

　２００５年度以降も当海域を海上保安庁が地殻構造調

査を引き続き実施する予定であるが，現在「昭洋」

に搭載されているエアガンの総容量が当海域を探査

するに十分であるか確認するためにも重要な探査で

もあった．
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２　調査概要

調査海域

　南鳥島周辺海域

第１回屈折法地震探査海上作業期間（第１表a）

　第６次大陸棚調査 （「拓洋」２００３/１０/２３－１１/０８）

　第７次大陸棚調査 （「昭洋」２００３/１１/０６－１１/２６）

　第８次大陸棚調査 （「拓洋」２００３/１１/２５－１２/１４）

第２回屈折法地震探査海上作業期間（第１表b）

　第１０次大陸棚調査（「拓洋」２００４/０１/０９－０１/２９）

　第１１次大陸棚調査（「昭洋」２００４/０２/１６－０３/０９）

探査測線（第２図）

　測線名　：MTr４

　両端座標：北緯２１.９°東経１５３.３°－

　　　　　　北緯２４.０°東経１５３.５°

　測線長　：約２３０km（１２４n.m.）

座標系　　：世界測地系（WGS８４）

　拓洋第５海山をほぼ南北に縦断する探査測線は，

南鳥島にちなんでMTr４と命名され，両探査を通じ

て共通である．測線長は約２３０kmに及び，拓洋第５

海山の地殻構造及び重力異常遷移域の地殻構造を求

めるために十分な長さを有すように決定された．第

１回探査では，屈折法地震探査の他に，シングル

チャンネルストリーマケーブルを用いた反射法地震

探査も並行して実施した．
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第１図　北西太平洋海底地形図.  赤い枠が調査海域に該当する.
Figure 1　Submarine topographic features in the Northwest Pacific Ocean.  Red 

rectangle indicates experimental area.

第１表ａ　第１回屈折法地震探査行動表.
Table 1a　Ship operation in the 1st seismic
　　　　　experiment.



屈折法地震探査（両探査共通）

発震船　　　：S/V「昭洋」

OBS設置間隔：６km

OBS使用台数：３８個（第１回探査）

　　　　　　　３５個（第２回探査）

震源　　　　：non-tunedエアガンアレイ

　震源容量　：６０００cu.in.（９８.３褄）

　内部圧力　：２０００psi（１３.７９MPa）

　曳航深度　：１０m

　発震間隔　：２００m（片道）（往復都合１００m）

測位　　　　：単独測位GPS

反射法地震探査（第１回探査のみ）

発震スペック：屈折法探査と共通

曳航ケーブル：シングルチャンネルストリーマケー

ブル

　両探査とも人工震源として，４台のBOLT社製

１５００long life airgun（１５００cu.in. : ２４.６褄）で構成さ

れるnon-tunedエアガンアレイ（総容量６０００cu.in. : 

９８.３褄）を用いた．ガンコントローラーとしてSercel

社製のGCS９０を用いた発震システムを採用してお

り，発震時刻の精度は２msecである．発震時刻は
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第２図ｂ　探査測線断面図
Figure 2b　Bathymetric profile along the trackline.

第２図ａ　調査海域図.  赤い点は第１回探査, 青い点
は第２回探査における地震計設置点を示す.

Figure 2a　Map of experimental area.  Red and 
blue solid circles indicate OBS 
locations in the 1st experiment and the 
2nd experiment, respectively.

第１表ｂ　第２回屈折法地震探査行動表
Table 1b　Ship operation in the 2nd seismic
　　　　　experiment.
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GPS受信機内臓マスタークロック（クローバテック

製MC－１４５０C）により１msec単位で記録される．

　エアガンは後部甲板から単体ごとに計４台曳航

し，各エアガンには曳航深度を約１０mに保つための

フロートが取り付けられている．曳航時，単独測位

GPSアンテナからエアガンアレイまでの距離は約

７５mになる．エアガン曳航方式及びGPSアンテナ

の配置は第３図に，発震システム及びデータ記録系

統を図式化したものは第４図に示す．

　両探査ともエアガンの発震間隔は２００m（約９０－

１００sec）だが，測線を往復し，復路では往路の発震

点の中間で発震するように調整することで，発震点

間隔１００m相当のデータを取得することを試みた．

　第１回探査では海底地震計３８個，第２回探査では

３５個を使用した．両探査とも測線上に約６km間隔

で海底地震計を設置したが，第２回探査では，第１

回探査における地震計設置点の中間点に海底地震計

を設置したため，両探査を合わせると実質３kmの

海底地震計設置間隔に相当する（第２図）．

　第１回探査（第７次大陸棚調査）において，シン

グルチャンネル反射法探査を実施した．この探査は

屈折法地震探査と並行して行われたため，発震ス

ペックは屈折法地震探査と同じである．

使用機器仕様

海底地震計

ジオフォンセンサー（勝島製 L－２８LB）

　計測方式　：速度型３成分

　基本周波数：４.５Hz

　感度　　　：０.４V/cm/sec

ハイドロフォンセンサー（BENTHOS製 AQ－１８，

HIGH TECH製 HTI－９９DY）

　感度：－１７０dB re１V/μPa

システム電源（クローバテック製 LIB－DC８.４V）

　方式：充電式リチウムイオン電池

　電圧：８.４V

　容量：８５AH

ガラス球（BENTHOS製 ２０４０－１７H，

NAUTILUS MARINE SERVICE製 VITROVEX 

GGL－１０）
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第３図　エアガンアレイとシングルチャンネルストリーマーケーブルの配置構成図
Figure 3　Towing configuration of the airgun array and the single-channel streamer cable.

第４図　シングルチャンネル反射法地震探査におけ
るデータ記録・収集システム.

Figure 4　Seismic flow for SCS recording system.



　直径：１７inch（４３.２cm）

トランスデューサー（海洋電子製 STK－１１）

ビーコン（PSI製 Beacon２００RF，

　　　　　太洋無線製 TB－３０９，

　　　　　NOVATEC製 RF７００A－１）

フラッシャー（PSI製 Xenon Storbe ３００，

　　　　　　　太洋無線製 RL－６０００，

　　　　　　　NOVATEC製 ST４００A）

　使用した海底地震計は，速度型３成分ジオフォン

センサー（上下方向１成分，水平方向直交２成分）

とハイドロフォンセンサーを備えている．ジオフォ

ンセンサーはジンバル機構により水平を保つよう設

計されている．海底地震計の記録システムは

Kanazawa and Shiobara［１９９４］とShinohara et al. 

［１９９３］によるものを採用しており，A/D変換で

１６bitにデジタル化した検出信号を４パーティショ

ン分けされている８Gbyteのハードディスクに独自

フォーマットDAT４で保存する（勝島製 HDDR－

２）．今回の両探査において，検出信号のサンプリ

ング周波数は１００Hz，プリアンプゲインはジオフォ

ンセンサー８０db，ハイドロフォンセンサー２０dbに

設定した．

　ジオフォンセンサー，記録用ハードディスク，シ

ステム電源等の内部構成装置は直径１７ inch（４３.２ cm）

ガラス球内に適切に設置され，ガラス球の密着性を

高めるため，ダイヤフラム型ドライポンプにより球

内の空気を若干抜いておく．ガラス球は衝撃を抑え

るために緩衝物を入れた黄色もしくは橙色のハード

ハットに入れられ，ガラス球面上にあるコネクタを

介してハイドロフォンセンサーと接続している．ま

た，別のコネクタを通してレコーダを制御すること

ができる。その他に，ハードハット外部には，浮上

してきた海底地震計の発見を容易にするためにビー

コン，フラッシャー，反射板が取り付けられている．

　アンカーと海底地震計本体は薄いステンレス板で

２箇所接続されており，トランスポンダから供給さ

れる電力によってステンレス板が強制電蝕され，錘

が切り離される仕組みになっている．切り離し命令

の伝達には船上支援装置（海洋電子製 KY－T１）

を用い，測量船上から海底地震計に信号を直接送信

する方式をとっている．

　両探査における海底地震計パーツ構成表を第２表

に示す．第１回探査St.１－１４のハイドロフォンの欄

が空白になっているのは，測量船への海底地震計搬

入直前にハイドロフォンに不具合のあることが発覚

し，急遽取り外すことになったためである．

シングルチャンネルストリーマケーブル

全長：２００m

アクティブセクション：遠端部 ６５m

曳航深度：約１６m

ハイドロフォン（SIG製 SIG１６）

　感度：－９０dB re１V/μPa +/－１dB

　総数：４８台

　配置間隔：１m

　使用ケーブルは全長２００mのSIG製アナログスト

リーマケーブルで，ケーブル遠端部の６５mがアク

ティブセクションに相当する（第３図）．最前部のハ

イドロフォンセンサーは測量船のGPSアンテナから

約２００m離して曳航した．

　収録されたアナログデータは１６bitにA/D変換さ

れ，データ収録システム（TRITON ELICS製 Delph 

Win）によりSEG－Y化後，MOに保存される（第４

図）．本探査ではサンプリング周波数は５００Hz，収

録時間長は１４secに設定した．また，Delay Time

を，往路では１secで一定，復路では水深にあわせて

０－７secに変化させた．

調査経過概要

　各次の大陸棚調査日程・行動に関しては第１表に

まとめておく．各行動では，上乗りとして，大陸棚

調査室員及び海洋調査課職員３－４人が乗船した．

地震計投入作業

　両探査における海底地震計の投入計画位置，投入

位置，着底算出位置は第３表に掲げる．投入位置欄

の「ずれ」，着底算出位置欄の「ずれ」は，それぞ

れ，投入計画位置からのずれ，投入位置からの水平
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第２表ａ　第１回屈折法地震探査海底地震計パーツ構成表
Table 2a　Information of OBS components used in the 1st experiment.

第２表ｂ　第２回屈折法地震探査海底地震計パーツ構成表
Table 2b　Information of OBS components used in the 2nd experiment.
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第３表ａ　第２回屈折法地震探査 海底地震計位置座標
Table 3a 　Information of OBS positions at the 1st seismic experiment.

第３表ｂ　第２回屈折法地震探査 海底地震計位置座標
Table 3b　Information of OBS positions at the 2nd seismic experiment.
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方向のずれ（m）を意味している．この表から読み

取れるように，第１回探査のSt.１－１では投入計画

位置から約１.６８km離れた位置に地震計を投入して

おり，自動航行装置への緯度（分）の入力ミス（５９.８０

と５８.９０）によるものと推測される．第２回探査の

St.２－１３も計画位置から離れた位置（約０.８６km）に

海底地震計を投入しており，これも緯度（分）の入

力ミスによるものと考えられる．この２つの海底地

震計の投入位置は大きく緯度方向にずれているもの

の，探査測線がほぼ南北方向であることが幸いし，

解析作業・結果に対して悪影響を与えることは実質

的にない．その他のStationでは投入計画位置と投

入位置のずれはほとんどが２５０m以下と比較的小さ

く，地震計投入作業は適切に実施されたことが判

る．

海底地震計着底位置決定作業

　海底地震計着底位置の緯度・経度は，投入地点か

ら水平方向に約３km離れた海面上の異なる３点か

ら海底地震計までの距離を船上支援装置（海洋電子

製 KY－T１）を用いて測定し，地球をGRS８０回転楕

円体（長径 ６３７８１３７m，扁平率１/２９８.２５７２２２１０１）

と考えて算出したもので，算出位置誤差は５０m以内

である．着底位置を算出する際に使用した緯度・経

度は，トランスデューサー投入舷門直上に設置した

GPSアンテナで取得された値を使用している．ま

た，着底位置の水深は，「昭洋」搭載のナローマルチ

ビーム測深機SEABEAM ２１１２によって取得された

値を採用した．

　海底地震計は沈降時に海流の影響を受けて流され

るため，投入位置と着底算出位置にずれが生じる．

第３表を見ると，このずれは第１回探査のSt.１－６

が比較的大きいが，測線と平行方向（南方）に流さ

れたため，解析作業・結果に与える影響は小さい．

他のStationではずれが２５０m以下と比較的小さく，

解析作業・結果に与える影響は小さいものと考えら

れる．

　着底算出位置欄に空白のある地震計があるが，こ

れは距離測定時に海底地震計が船上支援装置からの

信号に対し応答しなかったため，着底位置が算出で

きなかったものである．

エアガン発震作業

　両探査を通じ，エアガンもしくはエアホースに故

障が発生して発震総容量が６０００cu.in.に満たなかっ

た場合には，即座に測線を離脱し，エアガン揚収・

交換（修理）を行った．エアガン正常動作確認後，

測線離脱点の手前から再入線したため，両探査とも

エアガン発震の欠損部は生じていない．エアガン系

統の故障は第１回探査では往路に２回，第２回探査

では往路に１回発生した．

　両探査とも，エアガン発震間隔２００mで測線を往

復することにより，発震点間隔１００m相当のデータ

を得ることができた．しかしながら，「昭洋」の発震

システムでは座標（緯度・経度）による発震点指定

はできず，今回は一定の走航距離で発震するシステ

ムを採用したため，潮流・風等の影響を受けて発震

点間隔の標準偏差は２０m程度になっている．エア

ガン発震位置の詳細は第４表にまとめておく．「昭

洋」に設置したGPSは単独測位であるため，また，

エアガンは海流の影響を強く受けて位置が変化する

ため，第４表に記した発震位置は２０m程度の誤差を

含んでいるものと推測される．

　第１回探査の復路において，エアガンは４台とも

正常に発震し続けていたが，探査終了後に揚収した

エアガンの１台は浸水しており，電磁弁は錆付いて

いた．そのため，第１回探査往路後半及び復路で

は，エアガン容量６０００cu.in.相当の震源エネルギー

に達していない可能性がある．

海底地震計揚収作業

　海底地震計の切り離しは地震計投入位置近辺で実

施した．海底地震計が切り離し信号を受信してから

電蝕により切り離されるまでの平均時間は約１０分，

海底地震計の浮上速度は平均約１m/sであった．離

底後の海底地震計の動向を把握するため，船上支援

装置及びSSBL方式（Super Short Base Line acoustic 

system）位置検知システム（海洋電子製 CPS－４０）に

より距離・方位測定を断続的に実施していた．

　海底地震計の浮上確認は，測量船搭載の方向探知
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機及び小型受信機にて行い，ほとんどの場合，ビー

コン信号を受信してから数分以内に海底地震計を発

見している．発見から甲板に揚収するまでの平均時

間は約１３分で，海底地震計揚収作業は順調に実施さ

れていた．

　第１回探査のSt.１－２９，１－３７及び第２回探査の

St.２－１に関しては回収できなかったため，第３表

に一部空欄が生じている．これら３台の海底地震計

は，いずれも揚収時に船上からのコール及び切り離

し命令に応答しなかったものである．

シングルチャンネル反射法地震探査

　今回は屈折法と同時にシングルチャンネル反射法

を実施したため，エアガンの発震間隔（約９０－１００ 

sec）がデータ収録システムDELPH Winの最大記録

間隔（３２sec）を上回ってしまっていた．この場合，

収録システムが一定時間（収録時間＋収録間隔×

１.３sec）ごとにデータを自動的に収録してしまうた

め，SEG－YとしてMOに保存されたデータは，３ト

レースに２トレースはノイズのみが記録されている

データになっている．

３　取得データ

海底地震計

　揚収された地震計から取り出された全てのハード

ディスクにはデータが記録されていたが，St.１－２２

ではハイドロフォンケーブル接続部に浸水したた

め，ハイドロフォンのデータが収録されなかった．

St.１－２２を除く他の海底地震計ではファイルの欠損

及びデータの未収録は生じていない．St.１－１９の

ハードディスクでは読み取りエラーが発生したが，

エアガン発震時のデータは無事に抽出することがで

きている．

　ジオフォンのデータには明瞭な信号が記録されて

おり，上下動成分ではオフセット距離６０－１５０km程

度までP波初動の信号が確認できる．測線の中央に

─����─
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第４表ａ　第１回屈折法地震探査エアガンショット
ログ（上：往路　下：復路）

Table 4a　Shot locations in the 1st seismic
　　　　　experiment.

第４表ｂ　第２回屈折法地震探査エアガンショット
ログ（上：往路　下：復路）

Table 4b　Shot locations in the 2nd seismic
　　　　　experiment.
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巨大な海山があるため，初動が確認できる距離は地

形の影響を多大に受けている．水平動成分は上下動

成分に比べデータのS/Nが悪いが，大洋底に設置し

た海底地震計にはオフセット距離７０－１００km程度

までS波の信号が記録されている．ジオフォンの記

録と比較して，ハイドロフォンの記録データは両探

査を通じて全体的にS/Nが悪く，３０－５０km程度ま

でしか明瞭な信号が読み取れない場合が多い．

　また，第１回探査の復路で取得したデータは，第

１回探査往路及び第２回探査データと比べてジオ

フォン・ハイドロフォン共にS/Nが悪くなっている．

これは復路時に海況が悪化したことと１台のエアガ

ンに海水が流入していたことに起因するものと思わ

れる．

　以下に両探査を通じて海底地震計で取得された記

録の例として，各探査２個ずつの記録データ（上下

動，水平動×２）を示す（第５－８図）．これらの海

底地震計の設置場所は海山北方大洋底（St.２－３），
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第５図　拓洋第５海山北方大洋底に設置した海底地震計のレコードセクション（St.2-3）．横軸は海底地震計
からのオフセット, 縦軸はreduced travel timeを示す．（a）上下動成分 : reduction velocity 8 km/s. 
（b）水平動成分1 : reduction velocity 4.5 km/s. （c）水平動成分2 : reduction velocity 4.5 km/s.

Figure 5　Record sections of St.2-3 placed on the oceanic floor to the north of Takuyo-daigo Seamount.  
Horizontal and vertical axes indicate offsets from OBS and reduced travel time.  （a） Vertical 
component （reduction velocity 8.0 km/s）．（b） Horizontal component 1 （reduction velocity 
4.5km/s）．（c） Horizontal component 2 （reduction velocity 4.5km/s）．



海山平頂部北部（St.１－１５）・南部（St.２－２２），海山

南方大洋底（St.１－３６）である．

拓洋第５海山北方大洋底

　第５図a－dは第２回探査において拓洋第５海山

北方６０kmの大洋底に設置した海底地震計（St.２－

３）の記録である．初動の記録は１４０km程度まで読

み取れる．レコードセクションから読み取られる走

時の見かけ速度は，オフセット距離（北）５－８kmで

４.５km/s，８－１５kmで５.８km/s，（南）５－８kmで 

４.４km/s，８－１５kmで５.５km/s，１５－４０kmで

７.０km/s，４０－６０kmで７.９km/sを示している．

６０km以南は拓洋第５海山の地形の影響を大きく受

けるためレコードセクションから地震波速度の推測

は困難である．また，大洋底に設置したほとんどの

海底地震計にいえることだが，オフセット距離５－８

kmで確認される初動と８km以遠の初動との境界は

０.２－０.３sec程度の差を持つ不連続が確認される（第

５図d）．このことは本探査海域周辺の大洋底面下

には速度逆転層が普遍的に広がっていることを示唆

していると考えられる．この図から推測されるモホ

面直下の速度は７.９km/sである．

拓洋第５海山平頂部北部

　第６図a－cは第１回探査において拓洋第５海山頂

上北部に設置した海底地震計（St.１－１５）の記録で

ある．初動は測線北端（９０km）から海山南端

（６０km）まで確認することができる．レコードセ

クションから読み取られる走時の見かけ速度は，オ

フセット距離（北）５－２０kmで３.２km/s，２０－３０km

で４.４km/s，３０－４５kmで６.０km/s，４５－９０kmで 

８.０km/s，（南）５－３０kmで５.９km/s，４０－５０kmで

５.９km/s，５０－６０kmで３.３km/sを示している．３.２

－３.３km/sを示している部分は海山の斜面部に相当

しているため，地形の影響を大きく受けていると考

えられる．卓越している５.９－６.０km/sの見かけ速

度は山体地殻の速度であろう．海山北方大洋底下の

モホ面直下の速度は８.０km/sとなっており，図から

推測された速度と矛盾しない．

拓洋第５海山平頂部南部

　第７図a－cは第２回探査において拓洋第５海山頂

上南部に設置した海底地震計（St.２－２２）の記録で

ある．初動は測線北端（１４０km）から測線南端

（１００km）まで確認することができる．レコードセ

クションから読み取られる走時の見かけ速度は，オ

フセット距離（北）５－１０kmで３.８km/s，１０－２０km

で５.９km/s，２０－２５kmで３.９km/s，２５－６０kmで

５.８km/s，７５－９０kmで７.５km/s，９０－１４０kmで

８.０km/s，（南）５－１２kmで２.４km/s，１２－２５kmで

２.７km/s，２５－４５kmで６.５km/s，４５－１００kmで

８.１km/sを示している．この図からも海山の見かけ

速度は５.８－５.９km/sが卓越していることが示唆され

る．また，海山北方のモホ面直下の速度（８.０km/s）

より海山南方のモホ面直下の速度（８.１km/s）の方

が若干早いことが予想される．海山中央付近（北２０

－２５km付近）で見かけ速度が遅くなっていること

は，海山中央部では堆積層が厚くなっていることを

示している．

拓洋第５海山南方大洋底

　第８図a－cは第１回探査で海山南方の６０kmの大

洋底に設置した海底地震計（St.１－３６）の記録であ

る．初動の記録は，北は海山まで（６０km）南は測

線端（２０km）まで確認できる．レコードセクショ

ンから読み取られる見かけ速度は，オフセット距離

（北）５－１０kmで４.５km/s，１０－２０kmで５.３km/s，

２０－４０kmで７.４km/s，４０－５０kmで８.０km/s，（南）

５－８kmで４.３km/s，８－１５kmで５.５km/s，

１５－２０kmで６.８km/sを示している．St.２－３の記

録と同様に，オフセット距離８－１０km周辺で初動の

不連続が確認されており，速度逆転層の存在を示し

ている．St.１－３６のレコードセクションから推測さ

れる速度構造では，St.２－３の記録から推測できる

海山北方の大洋底の構造と比較して，際立つ特徴的

な差はみられない．

シングルチャンネル反射法地震探査

　海底地震計の記録と同様に，シングルチャンネル

反射法探査の記録も，往路時の記録と比較して復路

─����─

海洋情報部技報 ���．２３．２００５



─����─

時の記録のS/Nが悪くなっている．そのため本報告

に掲載した第９図は往路時のみの記録で作成した図

である．

　取得されたシングルチャンネルプロファイルで

は，大洋底部の堆積層の存在は確認できるが，海山

頂上や大洋底堆積層の構造は鮮明ではない．また，

基盤岩と堆積層との境界面からの信号もほとんど確

認できない．このことは，当海域周辺で過去に火山

活動が数回に渡って生じているため，海底面下では

チャート・石灰岩等の堆積岩類と火山性砕屑物の互

層 を 形 成 し て お り（Shipboard Scientific Party 

［１９９０a，１９９０b］），明確な境界面を形成していない

ことが原因と推測される．また，低周波成分（５－

８Hz）の卓越した１５００cu.in.のエアガンを震源に使

用した影響がある可能性もある．

４　総論

　反射法探査で堆積層と基盤岩の境界を特定できな

かったことは残念であるが，屈折法地震探査は両探

査を通じて良好なデータを取得することができ，当

初の目的であった「南鳥島周辺海域を代表する速度

構造モデルの作成」は十分達成可能であると思われ
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第６図　拓洋第5海山頂上北部に設置した海底地震計のレコードセクション（St.1-15）．図の詳細は第５図と
同様．（a）上下動成分．（b）水平動成分１．（c）水平動成分２．

Figure 6　Record sections of St.1-15 placed on the northern part of Takuyo-daigo Seamount summit.  The 
details are same as those for Figure 5.  （a）Vertical component.（b）Horizontal component 1.
（c） Horizontal component 2.



る．総量６０００cu.in.のエアガンでは拓洋第５海山ほ

どの巨大海山下の速度構造がどの程度確認可能であ

るかは以後の解析結果待ちになるが，当海域におい

て陸部と海洋性地殻との遷移域の構造を求めるには

十分な性能であることが確認された．
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第７図　拓洋第５海山頂上南部に設置した海底地震計のレコードセクション（St.2-22）．図の詳細は第５図
と同様．（a）上下動成分．（b）水平動成分１．（c）水平動成分２．

Figure 7　Record sections of St.2-22 placed on the southern part of Takuyo-daigo Seamount summit.  The 
details are same as those for Figure 5.  （a）Vertical component.（b）Horizontal component 1. 
（c）Horizontal component 2.
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第９図　シングルチャンネル反射法記録断面
Figure 11　Single channel seismic reflection profile across Takuyo-daigo Seamount.

第８図　拓洋第５海山南方大洋底に設置した海底地震計のレコードセクション（St.1-36）．図の詳細は第５
図と同様．（a）上下動成分．（b）水平動成分１．（c）水平動成分２．

Figure 8　Record sections of St.1-36 placed on the oceanic floor to the south of Takuyo-daigo Seamount.  
The details are same as those for Figure 5. （a）Vertical component. （b）Horizontal component 
1. （c）Horizontal component 2.
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